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１ はじめに 

中央区万代2丁目の旧国土交通省新潟運輸総合庁舎跡地は、

平成24年に入居官署が美咲町に移転したことによって未利用

となっている国有地であり、令和元年12月に、今後のまちづ

くり等において有用性が高いとして、国の国有財産関東地方

審議会において「留保財産」として決定された。 

これにより、当該跡地は売却せずに国が所有権を留保し、

地域のニーズを踏まえつつ、定期借地権による民間への貸付

けを行うことで有効活用を図っていくこととされた。 

現在、国や新潟市等により、当該跡地における導入機能や

貸付条件などの内容を整理した「利用方針（案）」の検討が

進められている。 

一方、新潟駅・万代地区周辺エリアプラットフォーム（以

下「プラットフォーム」という。）は、「にいがた２km」に

おける商業、ビジネス、広域交通の重要な拠点としての機能

を有する新潟駅および万代地区周辺エリアにおいて、新たな

魅力・価値が創出される「人中心のまち」を目指し策定され

た新潟駅・万代地区周辺将来ビジョン（以下「将来ビジョ

ン」という。）の具現化を推進する活動を進めている。 
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当該跡地の利活用は、将来ビジョンの具現化と密接に関連

することから、「地域のニーズを踏まえつつ有効活用を図っ

ていく」という国の方針を踏まえ、プラットフォームとして

の意見を提案すべく、「新潟運輸総合庁舎跡地の利活用検討

ワーキンググループ」を設置し検討を進めてきた。 

この度、当該跡地の利活用に関し意見をまとめたことから

提案するものである。 

  



- 3 - 

２ 新潟運輸総合庁舎跡地の概要と位置づけ 

（１）跡地の概要 

 

 

 

 

 

 

所在地 新潟市中央区万代 2 丁目 2500-2 

敷地面積 7,116.04 ㎡ 

既存建物 定期借地実施前に国予算にて解体・更地化を予定 

区域区分 市街化区域 

用途地域 商業地域 

建ぺい率/容積率 ８０％／６００％ 

 

 

 

 

 

新潟運輸総合庁舎跡地 
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（２）位置づけ 

①まちづくりの計画等における位置づけ 
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②新潟駅・万代地区周辺将来ビジョンにおける位置づけ 
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３ 利活用（導入機能区分）提案の考え方 

将来ビジョンは、新潟駅・万代地区周辺エリアの将来の姿

や方向性をより詳細に示すことで、市民、事業者、行政と広

く共有するものであり、エリアに関わる当事者が、事業や取

組を進めるうえでの「道しるべ」にしていく役割を担う。 

２（２）②で示すとおり、当該跡地は将来ビジョンに掲げ

る10のストリートのうち「かわまちストリート」に隣接して

おり、その利活用にあたっては、かわまちストリートの将来

の姿「“まち”と“かわ”をつなぐ、やすらぎ提へ誘うスト

リート～商業施設や沿道開発との連携により、やすらぎ提への新たな

回遊を生み出すエリア～」の具現化・実現に寄与する施設・機能

を基本として導入を促すことが望ましい。 

こうした認識のもと、国や新潟市等が検討を進めている

「利用方針（案）」の導入機能区分に関し、以下のとおり提

案の考え方を整理した。 
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○導入機能区分の整理 

（１）導入すべき施設・機能の考え方 

将来ビジョン「かわまちストリートの将来の姿」の具現

化・実現に向けて必要と考える施設・機能 

 ※巻末「参考資料１」をもとに検討 

 

（２）導入が望ましい施設・機能の考え方 

将来ビジョン以外で、まちづくりの計画等との整合を図

り必要と考える施設・機能 

  ※巻末「参考資料２」をもとに検討 
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４ 利活用の提案 

当該跡地におけるまちづくりの計画等との整合を図るとと

もに、新潟駅・万代地区周辺将来ビジョン「かわまちストリ

ートの将来の姿」の具現化・実現に向け、導入を求める施設

及び機能として以下を提案する。 

（１）導入すべき施設・機能 

以下3項目を兼ね備えた施設 

〇都市機能の強化に寄与する体験型・時間消費型の施設 

（商業、文化、観光・交流、エンターテイメント機能など） 

〇公共空間と一体となった緑地を含むオープンスペース 

（緑化率10％以上(※)とし、その1/2以上を一団のオープンスペースとして確保

するとともに、カフェの併設等により滞留・にぎわい空間を創出） 

〇災害備蓄倉庫などの防災機能 

(※)緑化率：敷地面積に対する緑化面積の割合。緑化面積は地上緑化、壁面緑化、屋上緑化面積

の合計。緑化率10％以上は新潟都心地域緑化重点地区における効果的な緑の創出を

目指すための参考値。 

【具体意見】上記提案を補完する具体の意見を以下に示す。 

〇都市機能の強化に寄与する体験型・時間消費型の施設 

・ラグジュアリークラスのホテル 

・人々が集う飲食エリア、エンターテイメント体験エリア等を備えた複合施設 

・「水」に関係した体験型施設や劇場・シアター等のエンターテイメント施設 

・交流人口や歩行者通行量などの増加に寄与する3,000名以上の常設座席を備え

た音響に優れたコンサートホールやアリーナ 

・近隣居住者のための不足商業の充足（ホームセンター、家具、家電、交流エ

ンターテイメント機能など） 

・図書館、学習室、女性センター、文化ホール、テーマ性のある美術館・博物

館等 
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・新潟市のPRに繋がる観光機能 

・日本海側随一のショッピング、文化体験、滞在施設が複合した施設 

 

〇公共空間と一体となった緑地を含むオープンスペース 

・コミュニティ拠点整備（公園やペデストリアンデッキ延伸などにより、やす

らぎ提との空間共有による「水辺空間」の価値向上） 

・公園等の人が滞留できる空間とカフェ(またはキッチンカー)等の店舗 

・若い世代が自由に無料で使える場の創出（ブレイキング等ができる場等） 

・沿道のグランドレベルのオープン化・ガラス張りなどによる公共空間と一体

となった空間づくり 

・緑化された大型の屋上公園と併設のカフェ 

・緑地などのオープンスペース創出 

・敷地面積の緑化率を10％以上確保。そのうち1/2以上を公共空間と一体となっ

た一団のオープンスペースとして確保 

・建物内のアクティビティや灯りが外に漏れるような施設デザイン等により、

当該エリアの雰囲気維持や街並み創出へつながる景観づくりへの配慮 

・建物の建て方やデザインによるウォーカブルな環境への配慮 

 

〇災害備蓄倉庫などの防災機能 

・災害備蓄倉庫、津波避難ビル、一時避難施設等を備えた防災拠点施設 

 

（２）導入が望ましい施設・機能 

〇教育施設 

（大学、サテライトキャンパスなど） 

 

【具体意見】上記提案を補完する具体の意見を以下に示す。 

・学生や社会人の学びやリスキリングの場となる施設 

（学生以外でも受けられる講義を開講） 

・県内大学の学部の一部や東京の私立大学の分室等 

・県内の複数の大学を集め、相互に行き来して授業を受けられるようなキャンバ

ス等 

・大学のサテライトキャンパス  
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巻末資料 

【新潟運輸総合庁舎跡地の利活用検討ワーキンググループ】 

○メンバー 

所属 役職 氏名 

新潟商工会議所 理事・事業部⻑ 小沢 謙一 

新潟ビルヂング協会 会⻑ 木山 光 

万代シテイ 

商店街振興組合 

理事⻑ 髙井 俊幸 

専務理事 佐藤 雄一郎 

株式会社新潟日報社  小見 彰 

新潟交通株式会社 乗合バス部⻑ 渡辺 健 
 

理事⻑ 堀川 雅弘 

株式会社 

新潟三越伊勢丹 

営業計画部⻑ 三崎 敬 

経営企画マネージャー 武者 哲男 

新潟市 
中央区建設課⻑ 佐藤 功一 

まちづくり推進課⻑ 高島 康憲 

○アドバイザー 

 副理事⻑ 中村 美香 

株式会社 connel 代表取締役 萩野 正和 

 

新潟駅前弁天通 
商店街振興組合 

地域インフラ研究会 
特定非営利活動法人 

ビジネス局地域 
ビジネス部主任 
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【参考資料１】 
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【参考資料２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


